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ミシンを買いたい!使い方がわからない!修理したいが困ってます？

ミシンのことなら何でもお任せください!ミシンのことなら何でもお任せください!

技術と信頼の店 アフターケアサービス万全 販売・修理・下取り

ミシンショップ・マスダ
袋井市永楽町178　TEL：0538-44-0186　携帯：090-8137-0419

出張費無料

古いミシン、他店購
入、ネット

通販、量販店購入の
ミシン等

1,000円（税込）

大好評！
（実用タイプ）
会員特別価格
￥39,800

￥34,800（税込） 調整
料金
調整
料金

袋井市木原６２７－３   ０５３８－４２－１１１１㈹

次世代の物流へ　創造と挑戦

遠州トラック遠州トラック

農業部会　農業6次産業化先進地視察研修

　社会保険労務士会・磐田支部では、西
は磐田市から東は御前崎市までの広範囲
にわたり、会員各自の専門分野にて出前講
座をしておりますので、ご活用ください。

【内容】
　①労働基準法や雇用保険・労災保険
　②就業規則
　③厚生労働省の各種助成金
　④社員教育、能力開発
　⑤年金と雇用保険の調整
　⑥賃金制度　
　⑦新規開業への助言
　⑧安全衛生管理
　⑨接客マニュアル
　⑩新入社員研修
　その他人事労務に関する事項

【連絡先】出前講座制度責任者   植野 光作
　　　　TEL．０５３８-５５-５９２５

税理士法人 土屋会計事務所　代表社員・税理士　土屋　進
平成３０年１２月１４日に政府より「税制改正大綱」が発表され、平
成３１年１月２３日に「税制改正法案」が国会に提出されました。こ
のあと３月下旬、国会で可決・成立し、４月１日より「改正税法」が
施行される予定です。今年度の主な改正点を取り上げてみます。
１．個人版事業承継税制
①個人事業者の一定の後継者が、相続や贈与により事業用資
産を取得し、事業を継続していく場合→担保の提供を条件に、
一定の事業用資産にかかる相続税又は贈与税の納税額の全
額が納税猶予される。後継者の納税の資金負担がゼロになる。

（対象となる事業用資産）　・土地（４００㎡まで）、建物（床面積８
００㎡まで）　・機械、器具備品（工作機械、パワーショベル、診
療機械等）　・車両運搬具　・生物（乳牛等、果樹等）　・無
形償却資産（特許権等）　※いずれも青色申告書に添付され
る貸借対照表に計上されているもの

（条件）　・経営承継円滑法の基づく認定が必要　・２０１９年度
から５年以内に、予め「承継計画」の都道府県への提出が必
要　・既存の事業用小規模宅地との選択適用　※承継計画
の作成には、認定支援機関の指導助言が必要

（適用期間）　２０１９年１月１日から２０２８年１２月３１日までの相
続・贈与が対象（１０年間限定）

２．設備投資減税
①中小企業が防災・減災への事前対策を強化するため、自家発
電機、制震・免震装置等の設備について取得価額の２０％の
特別償却ができる特例が創設されます。

（対象者）　事業継続力強化計画の申請・認定を受けた中小企
業・小規模事業者

（対象設備）事前対策を強化するために必要な防災・減災設備
→・機械装置１００万円以上（自家発電機、排水ポンプ等）　・器
具備品３０万円以上（制震・免震ラック、衛星電話等）　・建物
付属設備６０万円以上（止水板、防火シャッター、排煙設備等）
②青色申告の一定の中小企業者等が取得・使用した一定の機
械装置等について、３０％の特別償却又は７％の税額控除がで
きる特例措置が２年間延長されます。

（対象資産）　・機械装置（１６０万円以上）　・測定工具、検査
工具（１２０万円以上、１台３０万円以上かつ複数合計１２０万
円以上）　・ソフトウェアー（７０万円以上、複数合計７０万円以
上）　・貨物自動車（車両総重量３．５トン以上　・内航船舶
（取得価格の７５％）
（適用期間）　２０２１年３月３１日まで
③商業・サービス業を営む中小企業者等が経営指導に基づいて
取得・使用した経営改善設備に対して、３０％の特別償又は

７％の税額控除ができる特例について下記の要件が追加さ
れ、その提供期限が２年間延長されます。

（追加される要件）　・経営改善設備の設備計画において、この
税制を用いて行う設備投資と経営改善によって、「年間２％以
上の売上又は営業利益の伸びが達成できること」について、認
定支援機関などの確認を受けること。

（適用期間）　２０２１年３月３１日まで
３．所得税、相続・贈与、その他
①住宅ローン控除の特例の創設
　住宅取得等の借入金控除に特例として、「２０１９年１０月１日か
ら２０２０年１２月３１日までの間に消費税率１０％が適用された住
宅を購入し、住み始めること」を要件に、所得税・住民税の控
除期間が１０年から１３年に３年間延長されます。　※住宅取
得等の支援策として「すまい給付金」の拡充や新たな「次世代
住宅ポイント制度」が創設され、住宅ローン控除と併用可能
②相続した空き家の譲渡所得の控除特例の延長と要件緩和
　相続した空き家を譲渡した場合に譲渡所得から最大３，０００円
が控除できる特例が４年間延長され、さらに被相続人（亡くなっ
た人）が老人ホーム等に入所して空き家となった一定の家屋
（２０１９年４月１日以後の譲渡）も適用対象となりました。
③相続税の計算において「特定事業用宅地等」（事業に利用し
ていた建物等の敷地）の４００㎡までの部分の評価額を８０％
減額できる特例について、相続開始前３年以内に事業の用に
供された特定事業用宅地等が除かれます。→２０１９年４月１日
以後に相続等により取得する財産に係る相続から
④３０歳未満の子や孫への直系尊属（父母、祖父母）からの教
育資金の一括贈与を受けた場合の１，５００万円まで非課税と
する特例が２年延長されましたが、

・所得制限の導入（受贈者の前年の合計所得金額が１，０００万円
以下→２０１９年４月１日以後に取得する信託受益金等に適用）

・資金使途の見直し（受贈者（受け取った者）が２３歳以上になる
と趣味には使えない）という要件が追加されました。
⑤結婚・子育ての一括贈与の非課税措置（１，０００万円）につ
いても適用期限が２年延長されます。→２０２１年３月３１日まで
⑥その他
　・自動車税の税率の引き下げ　・環境性能割の需要標準化
特例（１％軽減）の実施　・エコカー減税、グリーン化減税→２年
間延長

（TKC出版　事務所通信抜粋）
※税制改正の詳細については、顧問税理士・税務署等に問い
合わせてくだい。
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